
自 年 4 月 1 日

至 年 3 月 31 日

大阪デジタルエクスチェンジ株式会社

第 5 期 決 算 公 告

2025

2026



(単位：千円)

流動資産 （ ） 流動負債 （ ）

現金及び預金 未払金

売掛金 未払費用

前渡金 未払法人税等

前払費用 預り金

未収還付消費税 固定負債 （ ）

固定資産 （ ） 資産除去債務

 有形固定資産 （ ）

建物附属設備

工具器具備品

 無形固定資産 （ ） 株主資本 （ ）

ソフトウエア  資本金 （ ）

 投資その他の資産 （ ）  資本剰余金 （ ）

差入保証金 資本準備金

長期前払費用 その他資本剰余金

繰延税金資産  利益剰余金 （ ）

（ ）

　繰越利益剰余金

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

6,138

5,9924,000

9,184

資 産 合 計 2,134,650 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,134,650

その他利益剰余金 △ 266,842

△ 266,842

純 資 産 合 計 2,037,709

1,929,552

△ 266,842

75,000

2,004,552

35,676

負 債 合 計 96,940

13,727

230,854

【純資産の部】

56,517

9,184

1,903,795 87,756

1,692,735 75,200

36,651

98,587

98,587

75,749

2,037,709

46,216

300,000

29,533

106,712

64,671

1,280

5,282

貸 借 対 照 表

【資産の部】 【負債の部】

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

2026 年 3 月 31 日 現在
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自 年 4 月 1 日

至 年 3 月 31 日

(単位：千円)

雑収入

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 損 失

経 常 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

3,708

特 別 損 失

有形固定資産除去損

△ 363,696

△ 357,661

△ 6,035△ 8,475

2,440

△ 362,795

901 901

損 益 計 算 書

2025

2026

科        目 金        額

営 業 収 益 880,712

営 業 費 用 1,247,885

受取利息

544

営 業 損 失 △ 367,172

営 業 外 収 益

4,377

為替差益 123
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(単位：千円)

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

販売費および一般管理費明細書

役員報酬 61,430

役員賞与 917

科　　目 金　　額 摘　　要

法定福利費  30,291

福利厚生費 6,527

従業員給与 172,604

研修費 62

保険料  832

退職給付費用 6,238

募集費 10,300

荷造運賃 119

旅費交通費 1,140

業務委託費 176,938

広告宣伝費  2,250

会費 4,117

システム利用料 534,803

交際費  310

会議費 100

水道光熱費 698

減価償却費 115,259

賃借料 27,783

維持管理費 1,305

消耗品費 2,587

雑誌図書費 162

租税公課 17,227

通信費 14,311

銀行手数料 257

支払報酬 3,565

支払手数料 53,781

販売費及び一般管理費合計 1,247,885

資産除去債務利息費用 79

資産除去債務履行差額

長期差入保証金償却

雑費

345

397

1,137

自 2025年 4月 1日

至 2026年 3月 31日



自 年 4 月 1 日
至 年 3 月 31 日

(単位：千円)

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

事業年度中の変動額合計

2026 年 3 月 31 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

利 益 剰 余 金

そ の 他
利 益 剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

90,818

-

当 期 純 損 失

資 本 金

300,000

-

-

2025 年 4 月 1 日 残 高

0

300,000

資 本 剰 余 金

資 本
準 備 金

75,000

-

-

0

75,000

そ の 他
資 本 剰 余 金

1,929,552

-

-

1,929,552

資 本
剰 余 金
合 計

2,004,552

-

-

-

2,004,552

- △ 357,661

△ 357,661

△ 266,842

△ 357,661

2,037,709

利 益
剰 余 金
合 計

90,818

-

2,395,370

-

△ 357,661

2025
2026

△ 357,661

△ 357,661

2,037,709

株 主 資 本

純 資 産
合 計

2,395,370

-

△ 357,661

△ 357,661

△ 266,842

株 主
資 本
合 計
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産

・ 自社利用のソフトウエア

2. 収益及び費用の計上基準

3. その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 338,582千円

2. 偶発債務

3. 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 2千円
長期金銭債権 34,093千円
短期金銭債務 20,333千円

定率法を採用しております。ただし、建物附属設備について
は定額法を採用しております。

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用し
ております。

控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用とし
て処理しております。

当社は、私設取引システムによる有価証券の取引媒介、私設
取引システムへのシステム接続及び利用サービスの提供、並び
に相場情報の情報提供等を行っており、これらは各契約に基づ
き、顧客に役務の履行義務を負っております。当該履行義務
は、役務の提供がなされた一時点において履行義務が充足され
ると判断し、その一時点において収益を認識しております。

株式会社日本証券クリアリング機構（以下、「クリアリング機構」という。）と締結した「損失補償契約
書」に基づき、現物取引の清算業務に関し、クリアリング機構の清算参加者による損失補償対象債務の不履
行、または不履行の恐れが生じたことに起因して、クリアリング機構に生じた損失に対して、債務不履行が
発生した時点における当社の損失補償限度額と他市場等損失補償限度額の比率に応じて、当該損失を補償す
ることとなっております。なお、当社の当事業年度末における損失補償限度額は107,360千円であります。

個 別 注 記 表

3



Ⅲ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引（収入分） 1千円
営業取引（支出分） 16,954千円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項
（単位：株）

Ⅴ 税効果会計に関する注記

Ⅵ 金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

2 金融商品の時価等に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 40,000           － － 40,000               

　当社は、資金運用については短期的な現金及び預金に限定しております。また、売掛金、未払金は、全て
1年以内の支払期日となります。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、リスク管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。
　差入保証金については、主に建物の賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されておりま
す。

　2026年3月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、現金の保
有が無いため注記を省略しており、預金、売掛金、未払金は短期間で決済されるため時価は帳簿価格に近似
することから、注記を省略しております。
　貸借対照表に計上されている差入保証金については、金額的重要性が乏しいため、金融商品の時価等に関
する記載を省略しております。

　繰延税金負債の主な発生要因は、資産除去債務見合いにかかわる固定資産によるものです。
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Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等

Ⅷ 1株当たり情報に関する注記

50,942円73銭
△8,941円53銭

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

Ⅹ 収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

親会社
の役員

 売掛金   26,283

「Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「2.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

②1株当たり当期純損失
①1株当たり純資産額

 －  2名  250,712 証券業
 東京都
港区

株式会社SBI証券

同一の
親会社
を持つ
会社

 株式及び
STのPTS
サービス
の提供

 株式及びSTの
PTSサービスの

提供

(注1)価格その他の取引条件は、原則として他の企業と同条件にて契約を締結しており、サービスの提供及び受領をして
　　 おります。
(注2)当社と関連当事者及び親会社等との取引につきましては、その他の事業者取引や市場実態を勘案し、通常と同様の
     取引条件で行っております。
(注3)ジャパンネクスト証券株式会社は、当社の親会社であるSBI PTSホールディングス株式会社の関連会社でありまし
     たが、2025年12月12日付で同社の関連会社に該当しなくなったこと、また、同日付で同社の代表取締役である山田
     正勝氏が当社の親会社であるSBI PTSホールディングス株式会社の取締役を退任し関連当事者に該当しなくなった
     ことにより、関連当事者に該当しなくなりました。
     なお、取引金額については、2025年4月1日から2025年12月31日までの取引に係る金額を記載しており、期末残高に
     ついてはありません。

 382,593  －  －

 STのPTSサー
ビスの提供

       1

 －

  31,014

  15,424

 差入保証金

 賃借料

 売掛金        2

 事務所の
賃借

 長期差入保証
金

  34,093 1名

属性
会社等の

名称
住所

事業の
内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所有）

割合(%)

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の

関係

親会社
SBIﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株

式会社
 東京都
港区

 企業グ
ループの
統括・運

営等

 1名
 STのPTS
サービス
の提供

山田正勝  －

 ジャパン
ネクスト
証券　代
表取締役

 －  －

 システム
利用、業
務委託費

等

 システム利
用、業務委託

費等
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